
表
ー
１
は
、
２
０
１
５
年
度

の
各
府
省
の
予
算
定
員
を
調
査

し
た
も
の
で
す
。

２
０
１
５

年
度
と
の
全
府
省
の
定
員
は
、

１
０
９
３
名
の
減
員
と
な
っ
て

い
ま
す
が
、
時
限
増
員
を
加
味

し
ま
す
と
３
７
６
名
の
増
員
に

な
り
ま
す
。
昨
年
比
較
で
減
と

な
っ
た
の
は
、
総
務
省
・
農
水

省
・
防
衛
省
・
経
産
省
そ
し
て

国
土
交
通
省
の
５
省
だ
け
で
し

た
。
国
土
交
通
省
は
全
体
で
２

３
９
名
の
定
員
減
に
な
っ
て
い

ま
す
。

表
ー
２
は
、
国
土
交
通
省
全

体
の
予
算
定
数
表
か
ら
、
行
政

職
（
一
）
職
の
予
算
上
の
定
数

と
７
月
１
日
現
在
の
実
人
員
の

差
を
昨
年
に
引
き
続
き
今
年
も

比
較
し
た
も
の
で
す
。

昨
年
度
も
予
算
定
数
よ
り
実

人
員
が
、
１
，
３
４
３
人
少
な

い
実
態
で
し
た
が
、
今
年
度
も

１
，
１
６
７
人
も
少
な
い
実
態

に
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り

ま
し
た
。

職
場
の
定
員
削
減
は
限
界
に

達
し
て
お
り
、
「
職
員
を
増
や

し
て
ほ
し
い
」
と
悲
鳴
が
上
が

っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
全
府
省

で
国
土
交
通
省
の
地
整
と
地
理

だ
け
が
「
常
時
勤
務
に
よ
る
義

務
的
再
任
用
」
を
し
な
か
っ
た

の
は
、
定
員
事
情
が
厳
し
い
と

の
理
由
か
ら
で
し
た
。
も
し
実

態
と
し
て
、
国
土
交
通
省
に
１
，

３
４
３
名
も
の
空
き
枠
が
あ
っ

た
の
な
ら
、
国
土
交
通
省
は
職

員
に
嘘
を
つ
い
た
こ
と
に
な
り

ま
す
。

総
賃
金
抑
制
の
中
で
定
員
増

が
厳
し
く
な
っ
て
い
る
の
は
事

実
で
す
。

だ
か
ら
と
い
っ
て
、
当
局
が
、

予
算
上
認
め
ら
れ
た
定
員
枠
も

自
粛
し
て
利
用
し
な
い
の
は
問

題
で
す
。

当
局
に
は
、
職
場
で
自
ら
の

健
康
や
家
庭
を
犠
牲
に
ま
で
し

て
業
務
遂
行
し
て
い
る
職
員
に

報
い
る
た
め
に
も
、
最
低
限
の

役
割
を
果
た
し
て
ほ
し
い
も
の

で
す
。
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２０１５年度予算定数と実人員 今年度も･･

1,000名以上少ない実人員
ユ
ニ
オ
ン
が
人
事
院
や
内
閣
府
人
事
局
そ
し
て
予
算
書
な
ど
か
ら
，
各
府
省
の
定
員
や
国
土
交
通

省
の
定
員
調
査
を
昨
年
に
引
き
続
き
行
っ
た
結
果
、
今
年
度
も
予
算
定
数
と
実
人
員
に
１
，
０
０
０

名
以
上
の
開
き
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

職
場
で
は
職
員
不
足
で
悲
鳴
が
上
が
っ
て
い
る
中
で

空き定員の分だけでも、直ちに
職場に増員を行ってください！

定　　員
特別職
内書き

９月１日まで
の調整定数

内閣の機関 1,083 1,114 31 27 1,141 58 1,141 16 13,886
内閣府 13,692 13,750 58 733 14,483 791 13,848 48
復興庁 183 183 0 8 191 8 191
総務省 5,036 4,797 -239 13 4,810 -226 4,811 1 4,858
法務省 52,400 52,421 21 116 52,537 137 52,537 1 52,793
外務省 5,780 5,800 20 62 5,862 82 5,866 159
財務省 71,035 70,993 -42 88 71,081 46 71,081 1 71,176
文部科学省 2,093 2,104 11 11 2,115 22 2,088 1 2,126
厚生労働省 31,660 31,679 19 80 31,759 99 31,672 1
農林水産省 22,379 21,977 -402 17 21,994 -385 21,999 1 22,018
経済産業省 8,049 7,996 -53 21 8,017 -32 8,007 1 8,081
国土交通省 59,054 58,680 -374 135 58,815 -239 58,820 1 58,918
環境省 2,788 2,788 0 132 2,920 132 2,921 1 2,919
防衛省 21,278 21,135 -143 26 21,161 -117 21,146 21,117
合計 296,510 295,417 -1,093 1,469 296,886 376 296,218

定員令に定める２０１５定員

上記は、内閣人事局のホームページより作成

表ｰ１　　　　　　　　各府省予算定員比較

区分 2014年度 ２０１５年度 差し引き
時限増員
数等

時限含
2015年度

差し引き

観光庁 100 観光庁 96
国土交通省 38,035 気象庁 4,194 国土交通省 37,747 気象庁 4,199
東日本復興 95 気象研究所 32 東日本復興 93 気象研究所 32
自動車安全 4,116 運輸安全 71 自動車安全 4,051 運輸安全 71
合計 42,246 海上保安庁 2,221 合計 41,891 海上保安庁 2,244

合計 6,618 合計 6,642

国交省予算定員
行（一）一般職

外局を除く予算定員
行（一）一般職

４１，８９１－６，６４２＝
３５，２４９人

２０１５年７月１日現在
の外局を除く行（一）一
般職現員３４，０８２人

表－２　　　　　２０１４年度度実態 ２０１５年度実態

３５，６２８－３４，２８５＝１，３４３人の定数余り ３５，２４９ー３４，０８２＝１，１６７人の定数余り

国交省予算定員
行（一）一般職

国交省外局予算定員
行（一）一般職

２０１５予算定員

外局を除く予算定員
行（一）一般職

海難審判８1人、標識
整備１３人含まず

海難審判８３人、標識
整備１３人含まず

４２，２４６－６，６１８＝
３５，６２８人

２０１４年７月１日現在
の外局を除く行（一）
一般職現員３４，２８５

２０１４予算定員

国交省外局予算定員
行（一）一般職



ユ
ニ
オ
ン
の
調
査
に
依
り
ま

す
と
、
２
０
１
５
年
度
の
短
時

間
再
任
用
者
の
指
導
官
ポ
ス
ト

の
４
級
予
算
定
数
は
、
１
３
４

名
分
あ
り
ま
す
が
、
実
際
の
４

級
指
導
官
は
全
国
で
５
６
名
し

か
在
職
し
て
お
ら
ず
、
約
８
０

名
分
の
４
級
指
導
官
定
数
が
残

さ
れ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に

な
り
ま
し
た
。

指
導
官
ポ
ス
ト
は
２
０
１
２

年
（
平
成
２
４
年
度
）
に
新
設

さ
れ
、
２
０
１
４
年
（
平
成
２

６
年
度
）
か
ら
４
級
定
数
が
付

き
今
年
の
組
織
要
求
と
合
わ
せ

て
１
３
７
の
４
級
定
数
が
予
算

上
は
確
保
さ
れ
て
い
ま
す
。

一
方
、
指
導
官
ポ
ス
ト
は
こ

れ
ま
で
の
実
態
か
ら
類
推
す
る

と
、
副
所
長
以
上
の
ポ
ス
ト
に

在
籍
し
て
い
た
職
員
に
発
令
さ

れ
て
い
ま
し
た
が
、
２
０
１
３

年
度
（
平
成
２
５
年
度
）
か
ら

は｢

早
期
退
職
募
集
制
度｣

の

導
入
に
よ
り
、
い
わ
ゆ
る｢

若

年
勧
奨｣

が
復
活
し
、
従
来
の

２
倍
の
管
理
職
員
が｢

早
期
退

職
す
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
、

｢

指
導
官｣

ポ
ス
ト
が
余
る
よ
う

に
な
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
ま

す
。当

局
は
こ
れ
ま
で｢

定
数
は

有
効
に
活
用
す
る｣

と
公
式
回

答
し
て
き
ま
し
た
。

短
時
間
再
任
用
者
の
４
級
定

数
を
８
０
も
余
ら
し
て
い
る
の

な
ら
、
官
ポ
ス
ト
・
課
長
・
出

張
所
長
経
験
者
に
も｢

指
導
官｣

発
令
し
、
４
級
定
数
を
有
効
に

活
用
す
べ
き
で
す
。
短
時
間
再

任
用
者
の
級
別
給
与
は
、
上
表

の
と
お
り
で
、
１
万
円
以
上
の

賃
金
ア
ッ
プ
に
つ
な
が
り
ま

す
。

４級指導官予算定数１３４名発令５６名のみ

元官ポスト・課長・出張所長に指導官発令を
「
定
数
は
有
効
に
活
用
す
る
」
の

当
局
公
式
回
答
の
実
行
を

４級 3級 2級 在職数
指導官 134 56
指導員 392 303
主任 5
専門職 3
一般職員 216 247
合計 137 397 216 606

短時間勤務予算定数（２０１５年度）

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
2 5 4 17 31 30 60 75 107 178 224 312 365 404

44 59 81 145 172 233 269 303
17 43 55 56

指導員・指導官在職数の変化

指導官

管理職等の再任用者数
指導員

役職 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
局長・副局長 0 8 8 12 11 0 5 2 8 0
局・部長 3 10 6 11 2 3 2 4 4 0
局・官ポスト 70 72 61 46 4 23 40 34 51 48
局・課長 5 5 6 7 1 4 1 1 7 5
事務所長 26 26 30 23 0 5 10 9 14 14
副所長 47 34 31 36 3 7 7 3 9 15
事・官ポスト 32 19 10 6 1 0 0 0 2 7
課長 30 22 21 3 0 0 0 0 13 6
建設専門官 5 2 1 0 0 0 0 0 1 1
出張所長 9 7 3 0 0 0 0 0 4 0
　　他 14 14 14 12 1 3 6 4 6 17
計 241 219 191 156 23 45 71 57 119 113

若年勧奨・早期退職実態

Ｈ２６とは、Ｈ２７．４月発令の内容

第2２回全国建設研究・交流集会に参加しよう
と き：２０１５年１１月２９日（日）～３０日（月）
ところ：福島県いわき市 全体会：いわき市常磐市民会館

分科会・講座、宿泊：スパリゾートハワイアンズ
<テーマ>

平和をまもり復興を実現する未来ある地域の発展を
－ 働き生活できる建設産業のルールをつくろう

＜日程＞
２９日 記念講演 今野 順夫（福島大学名誉教授）

特別報告 福田 雄一（一般社団法人 日本建設業連合会常務執行役）
現地報告 小川 英雄（福島県労働組合総連合 労働相談センター副所長）

３０日 分科会・講座 又は 平行して現地視察
第１分科会 復興の現状と課題
第２分科会 賃金引き上げを実現する
第３分科会 工事価格を考える
第４分科会 徹底討論 若者の入職問題
講座 憲法
現地視察 富岡町、いわき市などを予定

＜主催＞ 生活関連公共事業推進連絡会議（生公連）ＮＰＯ法人建設政策研究所（建政連）など 参
加希望者は、希望する分科会などを決めて、１０月２３日までに、本部に「交流集会参加」
と表記して、メールください。

5級 4級 3級
フル勤務 287,400 272,300 252,900
４日勤務 229,900 217,800 202,300
３日勤務 172,400 163,300 151,700

再任用者俸給月額


